
米子市危険物保安協会会則 

 

第１章  総 則 

（名称及び所在地） 

第１条 本会は、米子市危険物保安協会と称し事務局を鳥取県西部広域行政管理

組合消防局内に置く。 

（目的） 

第２条 本会は、消防法に定める危険物及び特殊な災害を発生する危険性物品

（以下危険物という）の保安上必要な研究、知識の向上を図り、さらに災害防

止に万全を期して危険物に基づく火災事故を防止するとともに、会員相互並び

に鳥取県西部広域行政管理組合消防機関との連絡、親陸を密にすることを目的

とする。 

（事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

⑴ 危険物火災予防関係法令の普及に関する事項 

⑵ 危険物に関する調査研究に関する事項 

⑶ 災害予防に関する対策の研究及び広報活動 

⑷ 危険物取扱者の養成並びに研修に関する事項 

⑸ 防火施設の強化促進に関する事項 

⑹ 危険物施設用標識等の斡旋及び消防局に提出する軽易な書類の手続き代行 

⑺ その他本会の目的達成上必要と認める事項 

（組織） 

第４条 本会は、米子市、西伯郡及び日野郡の地域における次の各号に該当する

ものをもって組織する。 

⑴ 危険物を取り扱う事業所 

⑵ 本会の趣旨に賛同するもの 

 

第２章  会 員 

（会員の種別） 

第５条 本会の会員の種別は、次の各号とする。 

⑴ 正 会 員  前条⑴号に掲げるもの 

⑵ 賛肋会員  前条⑵号に掲げるもの 

（入会の手続） 

第６条 第４条に定める該当者で本会に入会しようとするものは、所定の申込書



に会費を添えて会長に届出るものとする。 

２ 前項の届出があったときは、会員名簿に登録するものとする。 

（退会手続） 

第７条 会員が退会しようとするときは、その旨を会長に届出なければならない。 

 

第３章  役 員 

（役員の種別） 

第８条 本会に次の役員を置き、これをもって役員会を構成する。 

⑴ 会 長  １名 

⑵ 副会長  ２名 

⑶ 理 事  若干名 

⑷ 監 事  ３名 

２ 役員は名誉職とする。ただし、実費弁償を受けることができる。 

（役員の任務） 

第９条 会長は、本会を代表して会務を総轄するとともに、会議においてその議

長となる。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。 

３ 理事は、第１７条の事項を審議し会務の推進に当る。 

４ 監事は、会務会計の監査に当る。 

（役員の選任） 

第１０条 理事及び監事は、総会において会員（会員が法人又は団体の場合は本

会にこれを代表するもの）の内より選任し、会長、副会長は役員会において理

事の内より選任する。 

（役員の任期） 

第１１条 役員の任期は、２ヶ年とする。ただし、選任されたときから翌々年の

定期総会までとし重任を妨げない。 

２ 役員が辞任しようとするときは、会長に届出なければならない。ただし、会

長の場合は、副会長に届出るものとする。 

３ 役員に欠損を生じたときは、適時補充するものとする。補充役員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（顧問） 

第１２条 本会に顧問を置くことができる。顧問は、役員会において推挙し会長

が委嘱するものとする。顧問は、会長の諮問に応ずるとともに会議に出席して

意見を述べることができる。 



 

第４章  会 議 

（種類） 

第１３条 会議は、次の２種とする。 

⑴ 総会 

⑵ 役員会 

（会議の開催） 

第１４条 総会は、毎年５月に会長が招集する。ただし、次の場合には臨時に招

集しなければならない。 

⑴ 会長において特にその必要を認めた場合 

⑵ 会員の３分の１以上の要求があった場合 

⑶ 役員の２分の１以上の要求があった場合 

２ 役員会は、必要の都度会長が招集する。ただし、役員の３分の１以上の要求が

あった場合は、招集しなければならない。 

（招集規定） 

第１５条 総会を招集するときは、７日前までに、役員会にあっては、３日前ま

でに会議の日時、場所、目的及び議案等必要事項を通知しなければならない。

ただし、緊急を要する場合においては、この限りでない。 

（総会の議決事項） 

第１６条 総会においては、次の事項を議決する。 

⑴ 会則の改廃 

⑵ 役員の選任及び解任 

⑶ 予算及び決算 

⑷ 事業計画 

⑸ その他本会の運営に必要と認める事項 

（役員会の議決事項） 

第１７条 役員会においては、次の事項を議決する。 

⑴ 会長、副会長の選任 

⑵ 総会に提出する議案 

⑶ 総会の決議により委任された事項 

⑷ 総会の決議を経る暇のない事項 

⑸ 比較的軽微と認められる事項 

（会議の成立） 

第１８条 総会は、会員の３分の１以上、役員会は、役員の３分の１以上の出席



により成立する。ただし、委任状のある場合は、これを出席数に算入すること

ができる。役員会にあっては、代理人の出席を認めることができる。 

２ 議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長がこれを決

する。 

 

第５章  会 計 

（会計年度） 

第１９条 本会の会計年度は、毎年４月１日より翌年３月末日までとする。 

（会の経費） 

第２０条 本会の経費は、会費及び寄付金その他の収入をもって充てる。 

（会費の額及び負担区分） 

第２１条 会員は、次に定める区分により会費を負担するものとする。 

⑴ 正会員の会費の額は細則でこれを定める 

⑵ 賛助会員の会費は１口年額２，０００円とし１口以上適宜とするものとす

る 

（会費の分納） 

第２２条 会費は、前半、後半の二期に分納することができる。 

（退会と会費） 

第２３条 第７条による退会に際して、会費に未納分あるときは、これを完納し

なければならない。 

２ 既納会費の払戻は行わないものとする。 

（会長の作成すべき書類） 

第２４条 会長は、毎会計年度の終期に次の書類を作成して役員会に諮り、総会

に提出しなければならない。 

⑴ 事業報告書 

⑵ 事業計画書 

⑶ 決算書 

 ⑷ 予算書 

（備付簿冊） 

第２５条 本会に次の簿冊を備えなければならない。 

⑴ 会員名簿 

⑵ 金銭出納簿 

⑶ 会費徴集簿 

⑷ 備品台帳 



⑸ 会議録 

 

第６章  事 務 局 

（構成） 

第２６条 事務局に事務局長１名、主事若干名を置き、会長がこれを委嘱する。 

（任務） 

第２７条 事務局長は、会長の命を受け会計並びに会務を処理する。 

（細則） 

第２８条 本会の運営並びに事業の執行上必要な細則は、役員会の議決を経て会

長がこれを定める。 

 

附 則 

この会則は、昭和３２年１１月２６日より施行する。 

附 則 

この会則は、昭和４７年５月２９日より施行し、同年４月１日より適用する。

ただし、昭和４６年度以前に加入した正会員（改正前の特別会員）については、

第２１条１号の規定を昭和４８年４月１日より適用する。 

附 則 

この会則は、昭和５１年６月２２日より施行し、昭和５１年５月１日から適用

する。 

附 則 

この会則は、平成６年５月１９日より施行し、平成６年４月１日から適用する。 

 

 

 

 



米子市危険物保安協会細則 

 

（旅費） 

第１条 調査研究のため出張するときは、米子市一般職員にかかわる旅費規定の

例による実費弁償とする。 

２ 研修会の視察を行うときは、実費弁償とする。ただし、場合によりその一部

を参加者に負担させることがある。 

（代書手数料） 

第２条 会員のために行う代書手数料は、次のとおりとする。 

⑴ 申請書、届書、明細書は正副２通      ５００円 

⑵ 設計、製図は原紙Ｂ４版１枚につき   １，０００円 

⑶ 事務局より出向を要する場合は足代実費とする 

（慶弔） 

第３条 会長が必要と認めた場合には、慶弔の意を表すものとする。 

２ 前項の規定による慶弔の方法は、会長にこれを一任する。 

（報償） 

第４条 次に掲げる場合には、金品を贈りこれを表彰する。 

⑴ 危険物災害の防除につき特に著しい功績があったもの 

（会費負担の基準） 

第５条 正会員の負担する会費は、次に定める基準により口数を算出し各級に格

付された金額とする。 

⑴ 危険物を取り扱う事業所（均等割）            １口 

⑵ 少量危険物取扱所           １件につき    １口 

⑶ 自動車（営業ナンバーで稼働中のもの） １０台まで毎   １口 

⑷ ボイラー 無資格でよいもの      １基につき    １口 

        二級技士以上のもの     １基につき    ２口以上 

⑸ ガス貯蔵施設             １件       １口 

⑹ ガス製造所              １件につき    ２口 

⑺ 危険物許可施設            １件につき    ２口 

⑻ 危険物取扱者             １人につき    １口 

（一の危険物許可施設に必要な危険物取扱者の人数） 

⑼ 劇・毒物倉庫             １棟につき    ２口 

⑽ 火薬庫                １棟につき    ２口 

 



会員の級別 会員の口数 会費年額（円） 

 １ 級会員 １  ～  ２  ２，０００ 

 ２ 級会員 ３  ～  ４  ４，０００ 

 ３ 級会員 ５  ～  ６  ６，０００ 

 ４ 級会員 ７  ～   ８   ８，０００ 

 ５ 級会員  ９  ～ １２ １０，０００ 

 ６ 級会員 １３ ～ １６ １２，０００ 

 ７ 級会員 １７ ～ ２０ １５，０００ 

 ８ 級会員 ２１ ～ ２４ １８，０００ 

 ９ 級会員 ２５ ～ ３０ ２３，０００ 

１０級会員 ３１ ～ ４０ ２８，０００ 

１１級会員 ４１ ～ ５０ ３３，０００ 

１２級会員 ５１ ～ ６０ ３８，０００ 

特級級会員 ６１以上 ４５，０００ 

 

（給与） 

第６条 事務局職員のうち専任主事に支給する給料、手当等は、役員会の議決を

経て会長がこれを定める。 

 

附 則 

この細則は、昭和４６年６月１日から適用施行する。 

附 則 

この細則は、昭和４７年５月１３日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この細則は、昭和４７年９月２５日から施行し，昭和４８年４月１日から適用

する。 

附 則 

この細則は、平成６年５月１９日より施行し、平成６年４月１日から適用する。 

 

 

 


